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1問 題提起

解除の要件事実(1)に おいては,法 定解除を申心にその要件事実 を検討

してきたが,も とより解除は,履 行遅滞,履 行不能,不 完全履行の従来の類

型によるものだけ とは限 らない。社会の変化 ・発展に応 じて私的 自治に支え

られながら,多 様な契約,多 様 な債権債務の内容が生み出され,そ れ らの不

履行 の態様に応 じて,解 除の要件 も変化 して きた。我が国における判例法理

は,契 約の類型やその内容に応じて,実 に多彩な解除の法理 を生み出しそれ

を発展させてきたことは周知のとお りである。その一つに通常の単一の契約

の債務不履行の場合には必ず しも必要 とはされない 「契約 臼的を達成できな

いこと」 という要件 を付加 して,そ の要件が充足 された場合に限 り解除 を認

めるという法理がある。主 としていわゆる附随的債務の不履行による解除に

ついて形成発農してきたもの といえるが,一 つの契約における一部不履行解

除においても,複 数契約の うち1個 の契約の債務不履行が他の契約の解除原
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因 となるかという問題においても,契 約 を締結 した目的が全体 として達成さ

れない場合には,解 除できるとされている。さらにすすんで現代的な複合契

約においても,こ の法理の応胴 ・発展が期待 されるところであろう1>。

ところで,現 在民法(債 権法)改 正の作業が進め られているところである

が,契 約各論における解除の各規定の問題は個々に検討 されているものの,

法定解除に相 当するものにおいては,「 重大な不履行」 とい う概念が取 り入

れ られ,そ の是非および内容について議論が行われているところである2)。

判例法理によって形成 されて きた 「契約 目的を達成で きないこと」を単 に

「重大な不履行」と醤い換えるだけでは,言 葉の問題 だけであって,中 身に

変化はないことになる。こうした流れ 慮体 については,特 に異論を唱えない

が,問 題はその中身をどのように考 え,ど のように判断 してい くか というこ

とが問題であろう。

本稿 では,こ の判例法 として発展 してきた,「契約 欝的を達成できないこ

と」がある場合にのみ解除を認めるという法理 を取 り上げ,要 件事実につい

て検討 をしたい。この要件については,評 価的要件 槻 範的要件)で あると考

えるが,特 に評価根拠事実 ・評価障害事実 として,ど こまで主張立証すべ き

か,醤 い換えれば,原 則 としてどういった事実があれば解除が認められ,例

外 としてどういった事実があれば解除が認め られないか という点を意識 しな

が ら,こ れらの判断構造について検討 していきたい。

まずは,判 例による 「契約 目的を達成できないこと」似 下契約目的不達成」

と記す。)がある場合に解除が認められるという法理の形成 ・発展 を確認 し,

次に契約 自的不達成あるいは達成についての主張立証責任がいずれの当事者

にあるか という問題を検討 し,最 後に 「契約 臼的不達成」の具体的な評価根

拠事実 ・評価障害事実 として どのような事実が必要 とされるべ きかを検討 し

ていきたい。

1)河 上正二 「複合 的給付 ・桑菱合的契約 および多数 当事 薪の契約 関係 」(磯 村保 はか編 眠 法 ト

ライアル教室』,1999年,有 斐閣),285～287頁 。

2)商 事法務編 眠 法(債 権関係〉部 会資潜礫 第1集 〈第1巻 〉第1園 ～第6霞 陰 議議事録 と

部会 資糧,(2鰯 年,商 事法務),!65頁,167頁 以下。
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2判 例による目的不達成解除の法理

α〉 いわゆる付随的債務の不履行による解除の可否

(a)「契約Ki的 不達成」の場合に限 り解除 を認め るという判例法理は,い

わゆる付随的債務の不履行による解除の可否 という問題において,主 に発屡

してきた。まずは,付 随的債務 とは何か,要 素たる債務 とは何か,そ の区別

の基準 という問題,そ れ と関連 して,両 者の区別 と契約 目的を達成できない

場合に解除できるという基準 との関係が問題 となるので,そ れについて整理

する。

付随的債務 要素たる債務 とは何か。それぞれの定義については,様 々な

見解がある3)。従前は,当 該債務が契約N的 の実現に必要不可欠であって,

それが履行されなければ契約の 臼的は達成されないような場合は,そ の債務

は契約の要素たる債務 であ り,一 方当該債務が契約 騒的の実現に必須のもの

でなければ,そ の債務は付随的債務 であるという説明がされることもあっ

た。そうすると,付 随的債務の不履行による解除 を論 じても意味がない,附

随的義務の不履行は解除原因にならないのは,一 種の トー トロジーにす ぎな

いとの議論もなされていたの。

実際の実務においては,当 該契約における特定の債務が要素たる債務であ

るか付随的債務であるか どうかの基準は,あ くまで相対的であり,そ の区別

そのものには重要な意味はないように思われる。現在は,契 約上の特定の債

3)鈴 木 重儒 騨最 高裁遡所 判例解説 民事編 昭秘43年 薦 〔7〕52頁 参照。

4>浜 田稔 「付 随的債務 の不履行 と解 除」(契 約 法大系刊 行委 翼会編 謬契約法 大 系1契 約 総

論島 昭瀦37年,有 斐 閣),307頁 以下,特 に315頁 。 甲斐道 太郎 「土地売買におけ る附随 的義務

不履行 と契約解 除」(ガ民商法雑謝59巻3号,昭 癬43年12月!5ff),436頁 。醗部浩ニ ヂいわゆ

る付随的義務 の不履行 と契約 の解 除」 仲 川善之助 ・兼子一 監修 『不動産 法大系 第1巻 売 買

改訂1測,昭 憩50年,青 林書院 新社)422藁,特 に424～425頁 。阿部娃25頁には 「重要 なの は,

契約において,具 体 的に付 随義務 とされ るのはいかな る義務 をいうのか とい うこ とであ り,こ

れ を抽象的に論 じてもあ まり意昧がな い。抽象 的には,債 務 者に と り,あ る契約におい てそも

そ も醤が幽該契約 の屠的達成 のために必須の義務 であ るのか,と い う点か らそれは享購 され る

とい うに尽 きるの である。」 とある。
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務や約款が外見上は付随的なものとされていて も,解 除できる場合があると

いうことであ り,い かなる場合に解除できるか というと,特 定の債務の不履

行 によって当該契約を締結 した 欝的を達成 しえないものであった(あ るいは

それに類するような場合であったか)場 合には,解 除できるとい う考 え方が通説

であろう5>。そうした法理が判例 によって形成されて きたことが重要 なので

あ り,付 随的債務か要素たる債務かの区別 というよりは,契 約 臼的達成 しえ

ない場合 とい うのはどのような場合をいうのか という基準こそが,解 除の可

否については重要な意味を有 しているといえよう。結果 として,解 除できる

場合は要素 たる債務の不履行 とな り,解 除で きない場合 は,付 随的債務の不

履行 に過 ぎないと理解すれば足 りる6)。

(b>最 判昭和36年il月21H民 集15巻10号2507頁

最高裁判例 において,い わゆる付随的債務の不履行 と解除について最初 に

示されたものは,最 判昭和36年i!月21日 民集15巻10号2507頁 である7)。

事案の概要は,土 地の売買において,Y→A,A→Xへ と順次売買され,

代金支払および引渡が完了したが,所 有権移転登記については三者問でいわ

ゆる中間省略登記をす る合意が されたが,Yの もとにあった。Yが その後

土地についての租税金 をAの ために支払った。Yは 租税金の償還をAに 求

5)小 蟹鋼1「 骨随 的倉幾務 の不履行 と契約 の解 除」(ガ判糊 タイム禰4鱗 号,1983年6月1頒)1.7

蓑以下,18頁 には,「 付 随的債務の判定基 準」 として,爾 者 の 「iiζ溺 は,綴 対的 なものであ り,

一般 的 ・抽象的に決め られる ものではな く,当 該契約 の具体 的な諸事情 を総合 的に勘 案 して判

定 しなければな らない。」 として,「 契約上の ある債務 または約款が外形上 は付 随的な もの とさ

れていて も,(ゆ 略 〉その債務が履行 されるこ とが契約 贋的達成 の ため の前提 条件 となって い

るよ うな場合には,要 素たる債務 であ って,そ の不履行 は契約解除の原 圃 となる とい うことが

で きる。」 とされる。

も)河 上蕊二 ・判例 評論(最 覇平成8年 ユ粥12的 」(幽 例 蒋報遜1628号(判 例 評論議70号),平

成 ま0年婆月1的17頭(判 例評論17頁 〉,獅 皿旺 義 「ゴルフ場の附帯施設 の来整備 と会貴の入

会契 約グ)解除,」(『平成1!年 度璽要綱例 解説 溺 辮 ジュ リス ト謂1179号,20◎0年6月10【 三1)1偲

頁

7)本 半ll決につ いては,耕 田文郎 ガ最高裁 判所 糊例 解説 民事編 昭和36年 度躍4◎0頁 〔!26〕,

渡 辺達 徳 「附随的債務 の不履 行 と解 除」 ぼ民法判/　晒 選 王王債 権(第6版 〕,胴 辮ジュ リス 碍

i96号,2009年>90頁(No.44)の ほか,於 保 不二雄(眠 商 法雑誌1瞳6巻5号>80◎ 蓑,村 上

淳 一(1法1灘8◎ 巻6号,昭 和39年)869翼,森 田宏 樹(不 動産 判鯛百選 〔第3版/,鋼 偲 ジュ

リス ト>192号,2008年)56頁(No.27>等 。
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めたが,Aは それに応 じなかった,YはAに 対 し,売 買契約上 の租税負担

義務の不履行 を理由に解除の意思表示 をした。XはYに 対 し所有権確認お

よび所有権移転登記手続請求を求め,訴 えを提起 した事案である。

第1審 および原審は,YA間 の売買契約におけ るAの 公租公課の負担義

務 は契約の要素ではな く売買契約の単なる附随的義務にす ぎない旨を述べ

て,Yの 解 除を認めず,Xの 請求 を認容 した。Yが 上告 したが,最 高裁 は

以下のように述べて,上 告棄却の判決 を下 し,Yの 解 除の効力は否定 され

た。

すなわち,r法 律が債務の不履行による契約の解 除を認め る趣意は,契 約

の要素をなす債務 の履行がないために,該 契約をなした鼠的 を達することが

できない場合 を救済す るためであ り,当 事者が契約 をなした主たる穏的の達

成に必須的でない附随的義務 の履行 を怠ったに過ぎないような場合には,特

段の事情の存 しない限 り,相 手方は当該契約 を解除す ることができないもの

と解するのが相当である。」

(c)最 判昭和43年2月23N民 集22巻2号28頂

その後,同 様の基準を示す最高裁判決がいくつか出され,最 判昭和43年2

月23H民 集22巻2号28頂 で,こ うした判例の流れが確実 なもの として位置

づけ られるに至った8)。事案は以下のとお りである。

Xか らYに 対す る土地の売買において,① 所有権移転登記は代金完済 と

同時にすること,② それ まではYは 契約H的 物 である土地の上に建物 その

他工作物 を築造 しないこ と,と いう特別 の約款が付 された。Yは これらの

特約に反 して所有権移転登記手続 をし,土 地上に工作物 を築造 した。これに

対 し,Xが 売買契約の解除を理 由に所有権移転登記の抹消お よび工作物の

収去 を求めたものである。

第1審 および原審は,と もにXの 請求を認容 した。最 高裁 も以下の よう

8)本 判決 については,繭 掲 ・鈴木 鞘受高裁判例解説遇,軍 斐遵太郎 ぼ民商法雑誌漉59巻3母)

68頁,渡 辺達 徳 ヂ附随的債務 の不 履行 と薄翠除」(奥 繊畠遵 ほか編 ガ糊例講義 民法11債 権 〔補請

版)選,2◎05年,悠 々峯{:)127頁(No。69)参 照。
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に述べて,原 審を支持 した。

「右特別の約款が外形上は売買契約の附随的な約款 とされていることは右

確定事実か ら明らかであ り,し たがって,売 買契約締結の 図的には必要不可

欠な ものではないが,売 主(X)に とっては,代 金の完全な支払の確保のた

めに重要 な意義 を持つ ものであ り,買 主(Y)も この趣旨の もとにこの点に

つ き合意 したものであることは原判決(そ の引用する第1審 精決を含む。)の判文

か らうかがわれる。そうとすれば,右 特別の約款の不履行は契約締結の 闘的

の達成に重大な影響を与えるものであるか ら,こ のような約款の債務 は売買

契約の要素 たる債務にはい り,こ れが不履行 を理由 としてXは 売買契約 を

解除することができると解するのが相当である。」

最判昭和36年!1月21Hに 比べれば,契 約締結の目的の達成に重大な影響を

与えるものであれば解 除が認められるので,そ の要件は緩やかであるが,そ

のような場合は,契 約をした目的を達することができない場合 とほぼ等価値

であると判例は解 しているもの と理解すれば よいであろう9)。その後 も,後

に検討するように,い わゆる附随的債務の不履行による解除については,契

約 目的不達成の場合にのみ解 除を認め るとい う法理 によって処理 されてい

る。

(2)そ の他の判例

(a)最 判平成8年11月i2臼 民集50巻10号2673頁 は,複 数契約の うち1個

の契約の債務不履行が他の契約の解除原因 となるかという問題 を扱った判例

として有名である。事案は,リ ゾー トマンション購入 とともにスポーツクラ

ブ会員権契約 を締結 したXら が,ス ポー ツクラブの屋内プールが建設され

ないためにマンションの購入 黛的を達す ることができないとして,マ ンショ

ンを分譲 したYに 対 し,売 買契約 を解除した上 で,売 買代金の返還等を求

9)締 絡の 欝的に は必要不擁 欠な ものでは ないが錨該債務 の不履行 が契約締 結の 欝的の達成 に

露大 な影響 を与え るもので ある場 合 も含 む もの として 「契約 隣的不達 成」 とい う書葉 を用 い

る。
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めた ものである。

最高裁は,「 …同一当事者間の債権債務関係がその形式は甲契約および乙

契約 といった二個以上の契約か らなる場合であっても,そ れ らの演的 とす る

ところが相互に密接に関連付けられていて,社 会通念上,甲 契約又は乙契約

のいずれかが履行されるだけでは契約を締結 した葭的が全体 としては達成 さ

れないと認められる場合には,甲 契約上の債務の不履行 を理由に,そ の債権

者が法定解除権の行使 として甲契約 と併せて乙契約 をも解除す ることができ

るものと解するのが相当である。」 と判断し,原 判決破棄,自 判 して,解 除

を認めた。

(b)さ らに,一 部不履行においては,判 例によって契約 目的達成できな

い場合には解除できるとい う法理が確立されている。細か くは一部不履行の

態様によって一概に言えるわけではないが,大 体の判例の傾向としては,以

下のように整理 されてい る鋤。すなわち,一 部未履行の場合 は,未 履行部

分 についてのみ解除で きる 伏 判大正14.2.1眠 集4巻6頭)。 すでに履行 され

た部分 も,契 約の 目的を達 しえないものである場合には,そ の部分の解除も

することができるが,そ の契約違反の程度がそれほどはなはだしくない場合

には,そ の部分 については損害賠償請求ができるだけで,解 除はできないと

解すべ きであるとされる(大 判大正10.2.!0民 録27.255>。全部の給付がなけれ

ば契約の 臼的を達成す ることができないときは,契 約全部 を解除できること

もあ りうる(最 判昭和52.!2.23判時879。73)。

3契 約 目的不達成につ いての主張立証責任

(1)主 張立証責任対象事実の決定基準,評 価的要件の特殊性

要件事実 を検討す るに当たっては,主 張立証責任対象事実の決定基準をど

う考 えるかがまずは重要である。筆者は裁判規範 としての民法 とい う考え方

10>我 妻栄他 餓 妻 ・蒋泉 コンメンタール民 法

評論杜),10短 頁

総 期 ・物 権 ・債 権 第2版 遍,(2◎08年,i=i本
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に従 い,以 下のように考える。す なわち,ま ず第一に,あ る要件に該当す る

事実が存否不明であるときには,当 該事実 を存在 したもの とは扱わず,岡 要

件の充足を前提 とする法律効果の発生を認めない という考 え方により,第 二

に,要 件事実の具体的内容 を決定する基準 として,立 証責任対象事実をもっ

て要件事実 とする考え方である。主張責任は常に立証責任対象事実 どお りに

決 まる。そして主張立証責任対象事実の決定基準は,最 終的には立証責任の

負担の公平であ り,立 証責任の負担の公平は実体法の定める制度趣旨が,立

証 ということが問題 となる裁判の場において,最 も適切に実現できるように

することによって達成できる。それにはまず第一に立証 とい う問題 を考慮に

入れずに,実 体法規範の構造 を検討す る。そして第二にその実体法の規範構

造を立証の困難性 を考慮に入れて もなお維持できるか検討することによって

決定される11>。

解除制度においては,解 除の制度趣旨は何か という議論により解除の要件

事実は決定 されるべ きこととなる。 しか し,そ れはいかなる場合に幽事者を

契約の拘勅か ら解放すべ きかといった大 きな枠でとらえるのではない。契約

の目的物や内容,債 務不履行の態様等によって,あ る程度類型化 して論 じる

必要があると考える。

その上で,評 価的要件については,さ らに細かな検討が必要 とされよう。

判例をみてわかるように,喫 約 演的不達成」の要件は,一 義的に明確 では

な く,契 約の類型やその内容,当 事者聞の意図や特約の有無等によって異な

るものである。人が皆が共通のイメージを持つことができない,非 常に評価

性の高い要件 といえよう12>。したがって評価的要件(規 範的要件)で あるとい

1箋)伊 藤 滋夫編 腰 件事実 講翻,(2008年,商 事 法務)223蓑 以 下,特 に22頒 〔伊藤滋 夫執筆

部分)ッ 伊藤滋 夫編 鞭 件事実小網 無1,青 林書院,201!年,67頁 「裁串槻 範 としての民法」の

懸掘,問102簗 注 張立証責任対象事実 の決定基準」の項 蹟。 「裁判規範 としての民法」 とい う

考 え方につい ては,上 記文献 の他,伊 藤 滋夫 腰 件 事実の基礎1,(2000年,有 斐閣)183蓑 以

下参 照。なお,加 藤新太 郎 「要件事 実論の到達点」 高橋宏 志 ・撫藤新太擦}1編il実務 民事訴訟講

座 繁3期 第5巻 証明責任 ・要件事実謝,(2012年,翔 本評論杜)22～26頁 において,「 裁 判

焼 範 としての民法」説 の紹介 お よび検 討が なされ ている。

箋2)評 価的要件 と讐爆実 的要 件の区汚麺につ いては,筋 掲 ・伊藤il要 件事実講義 選262頁 〔伊藤 滋夫
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える。

事実的要件 とは異な り,要 件事実の内容が一義的に確定 してお らず,あ る

一定の方向に向かっての,常 に量的なものであるという特殊性 を有す る13)。

筆者は,評 価的要件については,そ の要件を定めた法の趣 旨,制 度の趣旨を

考えて,い たずらに恣意的にならないよう,ま た民事訴訟における当事者の

攻撃防御の指標 となるように評価根拠事実,評 価障害事実 をどの程度の量を

いずれの当事者が主張立証すべきかを決定 してい くべ きと考 える。その上で

立証の困難性 という点 も加味 して法の趣旨に合致するよう決定 してい くべ き

と考 える14)。実際これを行 う作業 は,非 常に困難 を伴 うが,契 約 浸的不達

成による解除について,こ うした考え方に基づ き,検 討 を試みたい。

② 契約目的不達成 についての主張立証責任

(a)要 件事実論 としては,い ずれの当事者が契約 黛的の不達成あるいは

達成について主張立証責任 を負 うか問題 となる。具体的には,解 除を主張す

る方で,契 約 図的の不達成を主張立証す る必要があるか,そ れとも解除を争

う方で,契 約 自的の達成 を主張立証すべ きかが問題 となる。

これを実体法の解釈 と関連づけて述べ るならば,民 法の規定する法定解除

制度 と契約 闘的不達成の場合の解除 との関係性の問題である。契約 臼的不達

成による解除については,民 法541条 の枠内で解除を認めるべ きとす るのが,

通 説的 な考 え方 といえよ う15)。その上で,そ もそ も541条 による解除 自体

に,契 約 霞的不達成の場合でなければ解除しえないという内在的な要件が備

執筆部分〕。前掲 ・伊藤 野要 件事実の基礎灘115頁 以…ド。

13)餅 ∫掲 ・伊藤編 『要件事 実講義還31頁,25順 以下

14)鰯 寸伸子 「評樋 藍白要 件の判断構造一 権限 ゆ越 の表 発代 理 を題 材 としてj(伊 藤滋 夫編,眠

事要件事 実講座6民 法学 と要件事 笑 との協剛,2010年,青 林書院)81頁 以下,特 に92翼

15)前 褐 ・浜 田307頁 や,筋 掲 ・鈴 木 罫最高裁覇例解 説遇51～52頁 は,い わゆる附随的債務 の不

履行 に よる解除の場合,5娠 条の閥題 と明記 して いる。近 藤崇晴 撮 高裁覇所 覇例鶏羅説 民事

編 平成8年 度離 〔35〕957頁 は,リ ゾー トマ ンシ ョンの売貿 とス ポー ツクラブ会 員権 契約が締

結 された場合にプー ルの完成遅延 を理由 として売買 を解 除 で きるとされた覇例 で,5姐 条 の解

釈 聞題であ るとす る。 多 くの棚 列評釈 などを見 て も,法 定解 除 を麟提 とした議論 の ように解 さ

れ る。星野英一一一蓬民法概論1V(契 約遍,(昭 祁61年,良 藩普及会>75頁 以下。
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わっていると解 すべ き16)か,そ れ とも,い わゆ る附随的債務の不履行やそ

れに類似 したもの問題 となる場合に限 り,催 告解除に加 えて,契 約 自的不達

成 という要件 を加重 されると考えるべ きか,と いう点に関わる。

実体法の制度趣旨によって主張立証責任対象事実 を決定すべ きという考 え

方に立てば,当 然に解除の制度趣旨を検討する必要があろう。解除の制度趣

旨については,大 きくは,債 務者の債務不履行に対する制裁 として位置づけ

ようという従来的な考え方 と,客 観的に契約 当事者を契約に縛 ることが不当

な事情が生 じた時に契約の拘束力か らの解放 という制度 と捉える考え方 とが

あるように思われ る。 しか しながら,一 義的にこうした考え方から論理必然

に導かれるという議論はすこし乱暴な気がする。

いかなる債務の不履行が問題 となるかは,一 義的に明確ではな く,契 約類

型ごとに,ま たは同 じ契約類型で も当該契約における具体的事情によって異

なって くる。また,契 約 自的不達成の程度についても,主 たるR的 の達成に

必須的でない場合から,締 結の目的には必要不可欠なものではないが,契 約

締結の目的の達成に重大な影響 を与えるものまで,濃 淡がある。さらに,契

約 蟹的不達成解除を,前 述のように法定解除の枠内で捉えるのであれば,他

の要件,た とえば催告,相 当期間の経過 の要否,帰 責事由の要否17)や 必要

とした場合でもその程度 との関連性は問題 とな りうる。また民541条 解除だ

けでな く,不 能の場合 もあ りうる捌 ので,そ の不履行 の態様 との関連性 も

問題 となる19)20>。

16)由 申康雄 群総合 覇{夢珪研 究叢書 民法(10)S(昭 穂33年,有 斐 閣)28頁 。

17)從 来 の考え方 に よれば,一一蘂投的に帰責事 磁が ないこ とが抗 弁 と解 され る。帰責 事 由の要 件

が不要 だ とす る見解に よれ ば,不 履行の態様 と契約 財的不達 成の要件 との関 連腔が どうな るか

とい う1絹題は生 じる。

18)判 例 で問題 となった ものは履行遅滞 が多いが,履 行不能,不 完全履行 の態様 に入 る附随的

債務 の不 履行 も考 えられ る。

19)前 掲 ・渡辺 紳1例 講義1解 説は,効 果 の点につ いて 「契約 の存続か解 除か とい う二者 択一

的 な結 論でな く,損 害賠償や代金減 額 とい った調整的解決 をも視 野に入れ る場 合,契 約 臼的の

達成 に与え る影響 を段階的 に評価 す るに適 した表現が採 られ るほ うが好 ましい。」 との 記述が

あ り,そ れ 露体 は賛成 である。 ただ,効 果につ いての立 ちいった検討は,要 件事実論 との関係

では焦点がぼやけ るの で,本 稿 では措いてお く。
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検討すべ き問題点は多々あるが,解 除を主張する方で,契 約 臼的の不達成

を主張立証す る必要があるか,そ れとも解除を争 う方で,契 約 目的の達成を

主張立証すべ きかの点に限って検討 したい。

この点については,定 期行為 の履行遅滞に よる解除 眠542条)21)や 売主の

担保責任の規定,一 部不履行解 除における自的不達成解除,新 しい権利の生

成過程におけ る要件事実の考 え方,と いった問題点についての議論から示唆

を得 ることができる。

(b)定 期行為の履行遅滞による解 除 眠542条)で は,契 約の 目的を達成す

ることができない ときは,無 催告での解除を認める。一部不履行による解除

にせ よ,定 期行為の履行遅滞による解除にせ よ,契 約 目的を達成できない場

合に限 り,解 除が認め られるという点では,共 通 している。

542条 の解除の場合,契 約の内容か ら嶺該債務が定期行為であったことを,

解除を主張す る者が主張立証 しなければな らない22>。通常は定期行為であ

ったことを主張立証すれば,そ の期限が経過 したことによって契約 闇的が達

成できないことが明 らかになるか ら,特 にそれ以上の事実は不要であ り,特

段の事情があれば別であるというように解 される。売主の担保責任に も同様

の規定 眠566条,570条)が 存在するが,見 解が分かれるところである23)。

(c)ま た,一 部不履行解除 との相似点は,い わゆる付随的債務は,あ る特

定の契約 において,当 事者は一つの債務だけでなく,複 数の債務 を負 う場合

20>履 行遅 滞解 除にお いては,f不 履行」(蕉 確 には弁済 の提供 のない こ と)の 事実 について解

除 を主張す る方 に主 張立証責任が あるのか,そ れ とも解 除 を象 う方で 「履行 した こ と1(距 確

には耀 患期間経過前 に弁済の提供 を行 ったこ と〉 を主張立証すべ きか とい う問題が ある。契約

1勲勺不達成解除が遅滞 を原閃 とす るものであ る場合は,こ の点が 岡様 に問題 となると考え られ

るが,通 説に従 って,解 除 を象う方 で 「履行 した こと」 を主張立誕 すべ きであ ると解す る。

21)繭 掲 ・渡辺 醐 随的債務 の不履行 と解除」,幽 例講義 民法II債 権 坦27頁 では,「 債 権者 に

とって履行が無意 味にな った とき,当 事 蒋は,速 やかに契約の掬 束か ら解 放 され なければ な ら

な い」 として,542条 や売主 担保 費任の規定 を挙 げる。

22)大 涯忠 窪要件事実民法4債 権 各論 第3版 蒸,(平 成17年,第 一法規)75頁 。

23)司 法研修 所編 蹄 補 民事訴 訟にお け る要件事 実第一 巻遇,(昭 和6!年,法 曹会)!94頁,216

頁,閥 説 あ りうる としてい るが,契 約 擦的達 成可能 を解除 を華 う方が主張立証すべ きとす る兇

解(抗 弁説)の ほ うが麿力か。
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が多 く,そ うした複数の債務の一つの不履行によって解除できるかが問題 と

なる。一方,一 部不履行による解除の可否の問題は,あ る特定の契約から生

じた一つの本質的な債務 のうちの一部の履行 によって,契 約全部を解除でき

るか という問題である。債務が複数か一つかの違いはあるが,い ずれも契約

としては,一 つであ り,契 約を単位 として見た場合に,契 約の一部の不履行

で契約全部 を解除できるか という問題で共通する。

一部不履行解除が問題 となった前記の最判昭和52 .12.23判 時879.73は,請

負工事契約において,請 負人が工事途中で中止 してしまい,解 除して土地の

返還 を要求 した事案で,請 負入のした既施行部分 によって契約の目的を達す

ることはできない ときは,他 に特別の事情がない以上,訴 外会社は契約全部

を解除する旨の意思表示 をしたものと解するのを相当とすべきとした。おそ

らくは,解 除を主張する方が,契 約 欝的不達成 を主張立証すべ きとの考 え方

となじむように考えられる。特段の事情は抗弁 として,解 除を争 う方が主張

立証すべ きであろう。請負契約における工事完成債務の場合,売 買契約 と比

して,ど の程度まで工事がなされていれば注文者の契約 目的が達成 されるか

は,そ の園的物や工事内容等により,一 概に明 らかとは轡い難いように思わ

れる。

さらに新 しい権利の生成過程においては,ご く簡単に整理すると,権 利性

の低 い段階においては,請 求原因として権利侵害を基礎づける事実を多 く請

求原因 として主張立証 しなければならないが,権 利性の意識が高まるにつれ

て,請 求原因事実が減少 し,請 求原因事実の一部が,そ の反対の形で抗弁に

園るという現象が予測できると考えられている鋤。

(d)こ のよ うな観点か ち検討するに,当 該債務 の義務性 仮 対から言えば

「権利鰯 といえる)が 強い もの,当 該債務が契約 内容か ら一見 して本質的で

あることが明白なものについては,そ の契約内容 と単にその義務違反の中身

24)伊 藤滋 夫 「権利 の生 成過 程 と内容一主 として受動 喫煙 問題 を題材 として一一」(腕 法研修 所

論集無07号,2002年),35頁 以下,伊 藤滋 夫 「要件事 実論の 現状 と謙題 」(伊 藤滋夫編 眠 事

要件事実講座1総 論 瑞,2005年,青 林書院)37頁
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を主張立証すれば,そ のことによって,契 約 目的が達成できないことが自ず

か ら明らかになるか ら,そ れで足 り,そ れに加 えて契約 目的不達成 を主張立

証す る必要はない。反対に当該債務の義務性が弱い もの,契 約内容からは～

見 して当該義務が本質的な債務 とはいえないような場合は,そ の契約内容,

義務違反の中身に加 えて,契 約 鰹的不達成を,解 除を主張す る方で主張立証

すべ きであるといえよう。

これは先程の最高裁判例か らも言えるであろう。先に挙げた最判昭和36年

l!月21Hは,原 則 として,当 事者が契約 をなした主たるH的 の達成に必須的

でない附随的義務の履行 を怠ったに過 ぎないような場合には,当 該契約をな

した目的を達成することができない とはいえないため,契 約の解除を認めな

いこととし,特 段の事情の存在す る場合は例外であると判示 したものと言え

る。

同じく先に挙げた最判昭和43年2月23Hは,あ る特定の義務の履行が外形

上附随的な約款 とされている場合,「 売買契約締結の 自的には必要不可欠な

ものではないが,」 その不履行が 「契約締結の 欝的の達成に重大な影響 を与

えるもの」であ る場合 には,解 除がで きるとの見解 を表明 したもの といえ

る。先の最判昭和36年ll月21田 民集15巻10号250頂 にい う 「特段の事情」の

内容 を具体化 したものと解され よう。

このように考 えると,要 件事実論として一応は以下のように整理できるの

ではないか と考 える。例えば,土 地の売買契約におけ る売主の所有権移転登

記義務の不履行が問題 となるような,一 見 してその不履行が契約の本質的義

務に違反することが明確である場合には,解 除を主張す る者が,特 に契約 自

的不達成 を主張立証する必要はない。解除を認めることが妥当ではないと考

えられるような特段の事情がある場合は,そ れは解除を争 う者が抗弁 として

主張立証すべ きである。これに対 し,い わゆる附随的義務や債務の一部のよ

うに,一 見したところ,そ の債務が契約の本質的義務であるか明確 ではない

場合には,そ の不履行 を理 由に解除 を主張す るときには解除 を主張す る者

が,法 定解除の要件に加 えて,そ の義務の不履行が当該契約をなした自的 を
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達成することがで きないことを主張立証 して初めて解除できると解すべ きで

ある25>。契約内容 と当該債務 の内容か ら,当 該債務 の重要性が高ければ高

いほ ど,解 除 を主張す る者は,目 的不達成 を主張立証す る必要;生は低 くな

り,反 対に当該債務の重要性が低ければ低いほど,際 的不達成 を主張立証す

る必要性が高 くなるということになる。

4契 約目的不達成の評価根拠事実 ・評価障害事実

α)い わゆる付随的債務 の不履行のように,一 見 してそれが契約の本質

的債務 とは言えない場合に,そ の債務の不履行 を理由として解除を主張す る

場合は,解 除するほうで契約 目的不達成につ いて主張立証すべ きとしても,

その要件の存否の判断の構造はなお問題 となる。契約 饅的不達成の判断につ

いては,「具体的な場合に応 じて判断されなければならない。 しか もその際

には,単 に明示的に表示されているところだけによるのではな く,社 会通念

に照 らし,契 約締結の際の事情のすべて を考慮 して,当 事者の合理的意思

を,客 観的に決定す る必要がある。」 という考え方が通説とされている26>。

それ以上の検討は,従 来は,評 価性のゆえに どこか漠然 としたままで理論

的な解明があまりなされていないように思われる。そこでこうした事案につ

いて評価根拠事実,評 価障害事実が どのように判断されているか,い くつか

の判例 を挙げてその判断構造 を検討 したい。

具体的には①土地の売買契約におけ る農地法5条 の知事の許可申請手続の

協力義務違反による解除が問題 となった判例,② ゴルフクラブ入会契約にお

ける附帯設備の未整備による解除が問題 となった判例,③ 先に挙げた リゾー

トマンション購入契約 とともにスポーツクラブ会員権契約を締結 した者が,

25)不 法行為 における被侵 警権利 ・利益 と,侵 害 行為 との報関 関係 に よって違法牲 を判断 す る

棚 関関係 説が想起 され る ところであ る。契約にお いて も実質 的には似た ような判断が行 われて

いるのでは ないか と想像す る。

26)蘭 掲 ・浜 田316頁,前 掲 ・鈴木 罫疲 高裁判桝解 説選52頁,荊 掲 ・患 じい 『平成!1年 度重 判』

lo3頁 。
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スポーツクラブの屋内プールが未建設 を理由 として リゾー トマンシ旨ン売買

契約を解除した判例 を挙げて検討する。

② 農地法5条 の知事の許可申請手続の協力義務違反

農地の売買契約において,農 地法5条 の知事に対す る許可申請手続に協力

しないことを理由に解除することができるかが問題 となった判例が複数存在

する。その中でも,最 判昭和42年4月6H民 集21巻3号533頁 似 下 「【購Ll42

年覇測 という。)と,最 判昭和51年12月2帽 民集30巻11号1064頁(以 下 紹 和

51年判決」という。)を取 り上げる。

昭和42年 判決においては,買 主であるXが 農地法上の許可申請手続に協

力 しないまま,売 買契約に基づ き所有権移転登記手続請求 を訴訟物 として訴

えを提起 し,売 主であるYがXの 残代金支払債務の不履行 を理由に催告解

除 した として抗弁を主張 した。最高裁はYの 解除の意思表示は知事 に対す

る許可申請手続等を為すべ き催告の意思表示 も包含す ると解 し,解 除の意思

表示 も同手続をしないことを理由 とす るものを含む と解すべ きであるとし,

解除を有効 と判断した原判決の結論 を正当 と判示 した。

昭和51年 判決 は,売 主であるXが,買 主であるYに 対 し,本 件土地 を売

り,Yの ために所有権移転仮登記をし,Yは 期限 までに代金 を完済 した。

しか し,農 地法上の許可申請手続は しないままであった。売主であるXは,

催告の上,本 件売買契約 を解除す る旨の意思表示 をし,Yに 対 し所有権移

転仮登記の抹消登記手続請求 を訴訟物 として訴えを提起 した。最高裁は,買

主が農地法5条 による許可申請手続に協力しない場合であっても,同 人が右

売買代金の支払いをすでに完了しているときは,特 段の事情のないか ぎり,

売主は買主が右協力 をしないことを理田に売買契約 を解除す ることはできな

い,と 判示 した。

昭和42年 判決 と昭和51年 判決は,い ずれも買主が許可申請手続への協力を

せず,売 主が解除を主張したものである。昭和42年 判決は,自 ら買主 として

土地を買い受けて売主に履行を求めてお きながら,双 方申請主義である農地



望52鯖 価 ロー ジャーナ ル第6号

法上の知事の許可申請協力義務 を行わない という点は,い わば禁反言,自 己

の行為に矛盾するともいうべ き行為である。そうした行動 をする者に対 して

は,契 約の維持 という利益 を与える必要はない,と い う考慮に基づ く判断で

あるように思われ る27)。売主からの解除が認め られるのが原則である。

一方昭和51年 判決は,昭 和42年 判決 を前提 とした上で,売 主は既に代金 を

得ていて契約 饅的 を既に達成 している場合は,特 段の事情 として解除 を認め

る必要がない との判断である。解除を主張する売主の契約 臼的が達成されて

いる以上,農 地法の許可は買主の所有権の移転確保 を完全ならしめるために

必要であり,買 主 としては 自己の利益確保 のために熱心でないからといっ

て,売 主の利益のためにこれ以上の契約解消 とい う効果 を与 える必要 はな

い。 しか し,そ の場合であってもさらに特段の事情があれば解除で きるとい

うことであろう。

要件事実 として整理すると,昭 和42年 判決の場合は,抗 弁で解除が主張さ

れているので,請 求原因は売買契約締結,抗 弁 は,目 的物が農地 であるこ

と,許 可 申請手続への協力 を求める催告,相 当期 間の経過,解 除の意思表

示,引 渡 ・所有権移転登記の履行の提供(相 手方の剛寺履行の抗弁権の存在効果

をあらかじめ消滅させておく必要があるため。いわゆるせり上がり。)となる。おそら

く,こ の場合に買主か ら売主に対 して代金が支払われていた事実は拡弁 とな

るであろう。昭和51年 判決の場合 は,請 求原因で解 除が主張 されているの

で,請 求原因は,売 買契約締結,目 的地が農地であること,許 可申請手続へ

の協力を求め る催告,相 当期間の経過,解 除の意思表示,引 渡 ・登記の移

転,抗 弁は買主が売主に対し代金弁済,再 抗弁は解除を認めるべ き特段の事

情 となるであろう。

この両判決においては,公 租公課負担義務が,契 約 をなした主たる目的の

達成に必須的でない附随的義務であるとの判断はなされたが,契 約91的 の認

27)本 件事案では,売主は代金の大部分である残代金を受領していなかったが,残代金支払債

務は劉主の責に帰すべからざる事由によって履行遅滞であったので,それを原閃とする解除は
主張自体失当であると覇断されている。仮に売主が代金を受領していたとしていれば,知事に

対する許殖1鯖協力義務の不履行による解除が認められていなかったであろう。
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定については言及 していない。 しか しその根底には,不 動産の売買 といった

契約類型であることが契約内容から明らかといえれば,買 主は確実に図的物

の所有権の移転を得 ること,売 主は代金 を得ること,そ れぞれの確保がなさ

れれば,契 約 穏的 を達成す ることができるという考慮が当然にあると考えら

れる28>。

農地の許可申請手続協力義務違反の場合は,契 約内容か ら契約 目的を基礎

づけることができ,義 務違反 を基礎づ ける事実か ら当該 目的不達成 という評

価が根拠づけられるといえよう29)。

(3)ゴ ルフクラブ入会契約における附帯設備の未整備

ゴルフクラブ入会契約においてゴルフコース以外のホテルやテニスコー ト

といった附帯設備の未整備 ・未完成 を理由に,ゴ ルフ会貝権購入者からゴル

フ場 を被告 として,ゴ ルフクラブ入会契約 を解除できるかが問題 となった判

例がい くつかある。ここでは,一 般的にゴルフクラブ会員権 という権利の性

質から判断す るのか,当 該契約をめ ぐる客観的な事実(契 約書やパンフレット

等の記載)か ら判断す るのか,あ るいは当該契約者が附帯施設の使用 を羅的

として契約を締結する意思 を有 していたか,さ らにはそれを相手方に表示 し

ていたことまで必要かが問題 となっている。

最高裁判決 としては,最 判平成ll年11月30H判 時!701号69頁 が存在するの

でこの事件 をまず検討する。

原審(東 京高判平成9年8月2蝦 糊塩634号7頂,判 タ986号233頁)は,解 除の可

否について,「本件附帯設備の未整備につ いて前記認定の とお り,控 訴人

(ゴルフ場)は,本 件 ゴルフ場のパンフレッ トや概要書 に,附 帯施設 として,

28)騎 掲 ・枡 購ll最 高裁判例 解鉾説露4◎2頁。

29)事 築が異 なるが類似 の もの として,農 地 法が適胴 され ない一般 のま地の売 買で,黄 主 が 自

ら撮的物 の所 有権 を手に入れ たい と売賢契約 を締結 してお きなが ら,所 有権移転登記義務 に協

力 しない場合 は,卿lilと して売主 は解 除で きず(い わ ゆ る附随的債 務にす ぎな いか ら),鯛 外

的 に儒義鋼 に違 反す るような場合 には,解 除 できるとされ る。東 京地判昭秘34年 注月26縛 下民

集!0巻r号143頁,前 掲 ・鈴 本 蟹最 高裁判1夢麺解説渥55頁,東 京高覇 平成18年12月261藷 判 タ1285

号16頭 。
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室内外プールやアスレチックジム等 を備 えたホテルを設置す ることを記載

し,本 件ゴルフ場の リゾー ト性を強調 し,ホ テル等の本件附帯施設の充実 を

うたって募集 を行い,被 控訴人 もこれらの点 をも検討の上,本 件入会契約を

締結 した ものであるか ら,控 訴人が本件附帯施設を提供す ることは本件入会

契約の内容 となっているものと一応 いうことがで きる。」 とした上で,し か

しながら,ゴ ルフクラブ会翼権の性質か ら,附 帯施設については,「一般的

には,ゴ ルフプレー を行 うことと直接の関係があるとは認めがたいか ら,こ

れらのその余の附帯施設の提供は,本 件入会契約の要素たる債務 とはいえな

いというべ きである。」 として,結 論 としては,「 ゴルフプ レー を行 う本質的

な権利が十分に保障 され,会 翼の使節利用権の本質的部分の侵害 とならない

範囲内では,特 段の事情のなり限 り,そ の余の附帯施設の内容の変更や完成

の遅延等をもって,本 件入会契約 を解除す ることは許 されないと解するのが

相当である。」 とした。

このように原審の判断においては,ゴ ルフクラブ会員権 という権利の性質

か らのみ判断され,結 論 として解除は認め られないとされた3〔})。

これに対 し,最 高裁は 「Xが,Yと の本件 ゴルフ場の入会契約 を締結す

るに当た り,右 のパンフレットの記載 を重視 した可能性は十分あるものと解

される。伸略)実 際にYに よって提供 された施設はその規模や構造等にお

いて右のパ ンフレッ トの記載には到底及ばず,こ のためにXが 本件入会契

30)東 京高判平成9年7月22篶}判 時1628一暦23頁 も,こ の原審 と瞬様 の判 断 をしてい る。 この判

決は,ゴ ルフ場 開業繭の入会金契約 につ いて,付 属施設 であるテニス 灘一 ト等が開業 予定 時期

を経過 しても未完成 であ る場合に,右 施 設等の利用は契約の附随的部分 であ るとして,債 務不

履行に基づ く契約解 除が否定 され た裁 判例 である。 ここで も,本 件 契約 のlil#9を達す ることが

で きな いといった糊 断においては,「 会 鋼の 内容 やパ ンフ レッ トの記載か ら覇断す ると,テ ニ

ス コー ト等の使節 を利用 させ ることが被控訴 人(ゴ ルフ揚)の 控訴人 ら会 員に対す る義務の な

かに禽 まれ るとして も,そ れは ゴル フ揚の優先利周 がで きることを繭提 として,こ れに封噸1し

てそのほかに被控訴人が擁 訴人 ら会員に対 して負 う附随的義務 と鷺 わざるを得 ないのであ り,

社 会通念に照 らして も,そ れがない と本件契約 の 購的を達 す ることが できない といった契約の

要素 とな ってい るもの ではない といわ ざるを得 な いのであ るか ら,」 として解 除を否定 してい

る。 ここでは,本 件契約 を締結 した漁該会貰の事情 ではな く,客 観的に社会通念 に照 らして,

本件 契約 の 隣的 を達す るこ とが で きない との判断が なされてい る
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約 を締結 した 園的を達成 できない可能性のあることが うかがわれる。」これ

らの当該契約の当事者の事情は,「 本件入会契約上の債務の重要 な部分 を構

成するか否かを判断す るに当たって考慮 され る必要のある事実である。」 と

判示 した。

この最高裁判決の評釈において,「 原審は入会契約締結の際の当事者の意

思 とは無関係に,ゴ ルフクラブの会翼の権利の本質か ら演繹的に結論 を導 く

解釈論は妥当ではないことになる。(中略)ゴ ルフ場の入会契約において何が

入会契約の要素たる債務 となるかについては,会 員の権利の本質か らではな

く,右 の通説の立場に従い判断すべ きであるとしたものであ り,妥 当であ

る。」 とされる31)。ここでは,当 該契約 を締結 した際にゴルフクラブに入会

した当事者がパンフレッ トの記載を重視 した可能性(実 際に重視しているかどう

かはともかく,当該嶺事者をとりまく客観的な事情で,そ うした事情があれば当該当事鷺

は重視したといえる事情といってもよいであろう)と,実 際の施設 との齪麟を問題

としている。

最判平成!1年ll月30H金 融商事判例1088号32頁(平 成!0年(オ)第1070号)

は,同 種事案の別の事件 であるが,契 約当事者であるゴルフ場が,リ ゾー ト

ホテルが建設されることを強調 して会員の募集を行 っていたこと,上 告人で

ある会員 もその点を考慮 して本件契約を締結 したことを考慮 して,上 告 を棄

却 し,解 除を認めた原審の判断 を支持 した。 ここでは,当 該当事者の立場 を

とりまく事情に加えて,当 該当事者がその点を考慮 した という主観的事情が

考慮要素になっているようである。

(④ リゾー トマンシ 繍ン購入契約 とスポーツクラブ会員権契約における

屋内プール未建設

もう一つ参考になる判例 として,最 判平成8年11月12日 民集50巻10号2673

頁がある。複数契約のうち1個 の契約の債務不履行が他の契約の解除原因と

31)醜 掲 ・出1二i澤平 成!1年 度 重 判 』103頁 。
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なるか という問題 を扱った判例 として有名である。

本判決において問題 とな りうる争点は,民 法54i条 の適用に当たっては,

Yが 屋内プールを建設す る債務 を負っていたか,そ の債務 の不履行は契約

解除の理由となる 「要素たる債務」か,契 約の個数が!個 か否か,契 約が複

数の場合に右債務の不履行 をもって売買契約を解除することがで きるか,と

いうように複数ある。その中でも,契 約 醤的が全体 としては達成されない と

認め られた判断の構造に絞って検討す る。

本判決は,先 に述べたとお り,複 数の契約の場合 であっても,そ れらの 租

的が相互に密接関連性があ り,社 会通念上,い ずれかの契約が履行 されるだ

けでは契約 を締結 した園的が全体 としては達成 されないと認め られ る場合 に

は,解 除できるとしたものである。

契約fi的 の不達成については,以 下の とお り述べている。すなわち,「1

前記一4(一)の 事実によれば,本 件 クラブにあっては,既 に完成 している

テニスコー ト等の外に,そ の主要な施設 として,屋 外プール とは異な り四季

を通 じて使用の可能である屋 内温水プールを平成四年九月末ないしこれか ら

それほど遅れない相 当な時期 までに完成することが予定 されていたことが明

らかであ り,こ れを利用 し得 ることが会翼の重要 な権利内容 となっていたも

の というべ きであるか ら,被 上告人が右の時期 までに屋内プールを完成 して

上告人らの利用に供す ることは,本 件会貝権契約 においては,単 なる付随的

義務ではな く,要 素たる債務の一部であったといわなければならない。」「2

前記一3の 事実によれば,本 件マンションの区分所有権 を買い受けるときは

必ず本件クラブに入会 しなければならず,こ れを他に譲渡 したときは本件 ク

ラブの会員たる地位を失 うのであって,本 件マンションの区分所有権の得喪

と本件 クラブの会貝たる地位の得喪 とは密接に関連付けられている。すなわ

ち,被 上一告人は,両 者がその帰属 を異にす ることを許容 してお らず,本 件マ

ンシgン の区分所有権 を買い受け,本 件 クラブに入会する者は,こ れを容認

して被上告人との間に契約 を締結 しているのである。」 とした。

その後 当初の判旨の とお り述べて,「3こ れを本件について見 ると,
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本件不動産は,屋 内プールを含むスポーツ施設を利用することを主要な爵的

としたいわゆるリゾー トマ ンションであ り,前 記の事実関係の下において

は,上 告人 らは,本 件不動産 をそのような目的を持つ物件 として購入したも

のであることがうかがわれ,被 上告人による屋内プールの完成の遅延 という

本件会貝権契約の要素たる債務の履行遅滞により,本 件売買契約を締結 した

闘的を達成することができな くなったもの というべ きであるから,本 件売買

契約においてその簗的が表示 されていたかどうかにかかわらず,右 の履行遅

滞を理由として民法五四一条により本件売買契約 を解除することができるも

の と解す るのが相当である。」 とあてはめを行 っている。

上記 で引用 されている原審の事実認定 は,以 下の通 りである32)。「-4

(一)被 上告人は,本 件マンションの区分所有権及び本件 クラブの会員権 を

販売するに際 して,新 聞広告,案 内書等に,本 件 クラブの施設内容 として,

テニスコー ト,屋 外プール,サ ウナ,レ ス トラン等 を完備 しているほか,さ

らに,平 成四年九月末に屋 内濫水プール,ジ ャグジー等が完成の予定である

旨を明記 していた。」「-3(一)被 上告人が書式を作成 した本件売買契約の

契約書には,表 題及び前書 きに 『A倶 楽部会員権付』 との記載があ り,ま

た,特 約事項 として,買 主は,本 件不動産購入と同時に本件 クラブの会員 と

なり,買 主か ら本件不動産 を譲 り受けた者について も本件 クラブの会則を遵

守 させ るこ とを確約す る旨の記載がある。(二)被 上告人による本件マンシ

ョン分譲の新聞広告 には,『Bリ ゾー トコン ドミエアム(A倶 楽部会翼権付)』

との物件の名称 と共に,本 件マンションの区分所有権の購入者が本件 クラブ

を会員 として利用することがで きる旨の記載がある。(三)本 件 クラブの会

則には,本 件マンションの区分所有権は,本 件 クラブの会貝権付 きであ り,

これ と分離 して処分することができないこと,区 分所有権 を他に譲渡 した場

合には,会 員 としての資格は自動的に消滅すること,そ して,区 分所有権 を

譲 り受けた者は,被 上告人の承認を得て新会員 としての登録 を受けることが

32)大 阪高～掬平成8年1月3!目 金融 ・商事覇例!◎10号9頁
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できる旨が定め られている。」

ここでは,当 該契約 を締結す る際の新聞広告,案 内書等における施設 内

容,完 成時期,リ ゾー トマンションとスポーツクラブ会員権が一体であるこ

との記載が重視 されている。 これ も最判平成l!年11月30Uと 同様,当 該当事

者をとりまく客観的な事情で,そ うした事情があれば当該当事者は重視 した

といえる事情を考慮 して,上 記契約 目的の相互の密接関連性,社 会通念上の

契約締結 目的不達成が判断されているといえる。

なお,本 判決の第一審33)で は,最 高裁判決 と同様に,客 観 的な事情によ

って売買契約の必須の要素たる債務であると認定 しているが,原 告 らは屋内

プールを利用す ることを饅的として本件不動産 を購入 した旨主張 していると

ころ,被 告は右主張の真偽を聞題に している。この点,判 決では,「仮に,

原告 らの本件不動産の購入閤的がほかにあったとして も,そ のこと故に被告

の屋内プールの完成義務が到底免除 されるものではない。なぜ なら,被 告が

建設 を約束 した各種施設のうち,い かなる施設 を利用する饅的でマンション

が購入されたかに関しては,原 告 らのみならず,他 の購入者らについても真

の意図は奈辺にあるか当該購入者以外の者には明確 でないのが常態であっ

て,右 真意を詮索する必要はないし,施 設の完成は本来,被 告の約諾 した債

務であって,そ の履行 は一に被告の意思にかか っている関係上,未 完成につ

いて正当の事由な く被告の責任を不問に付すことは到底容認されるべ きでな

33)大 阪地朝平 成6年12月19騰 金融商事 主lql例玉010号10頁 「1右 にみた ように,蒲 記マ ン シg

ンの購 入者は被告の瀾 発 した リゾー ト地域内 に所在 する漁該 マ ンシ欝ンに滞在 して,各 種 の ス

ポーツ用,娯 楽胴の付帯施 設を利用す ることを当然 の 廻的 としてマ ンシ ョンを購 入す るもので

ある ところ,証 拠(略)に よれば,被 告は,新 聞紙上 に掲 載 した販売広告,購 入者に頒布 した

案 内書において,既 に完備 してい るテニス コー ト,屋 外プール,レ ス トラン等以外 に,醗 内プ
ー ル,ジ ャグジー,ラ ウンジの施 設が平成四年九 月までに完成予定で ある と明記 して,こ れ ら

の施 設 を利胴 できることをいわば売 り物に して右マ ンシ 灘ンの販売 を寛伝 し,原 告 らに対 して

も岡様 の趣 留を明言 して購 入を勧 誘 した ことが認め ちれ る。 そ して被告の,こ れ ら～体 の付帯

施 設の利用 を売 り物 にしたマンシ 理ンの購入勧誘行為 は,単 な る販売の ため の口上 としてその

施 設の未完成が不問 に付 され る性 質の もので はな く,彬 妾期 間内に その完成 が確約 された もの

としてマン シmaン 購 入者 に理解 されて しか るべ きであ る。」 として,リ ゾー トマ ンシmeン と各

施 設の距離や位概関係,契 約書,璽 要事項説明書 の記載 のみな らず,新 聞紙上 の販 売広告,案

内書 といった勧誘行為 の態様 を もとに,契 約時 の客観 的事 情 を考慮 して,覇 断 してい る。
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いからである。」(下線部は筆者が付した。)と述べている点が興味深い。

当該契約の当事者である原告 らが屋内プールを利用する目的を有 してマン

ションを購入したかについて争いがあるが,こ うした当事者の主観的 臼的に

ついては,そ れを考慮す る必要はない としているので,仮 に,原 告 らに屋内

プールを利用する目的がなかった場合 にも,そ れは影響 を与えない という趣

旨であろう。単に原告 らの主観的目的の有無 を超えて,明 確に原告 らが 「プ

ールを利用する意思はない」 ということを被告 に伝えていたような場合にま

で解除が認められるかは,不 明である。

(5)検 討

(a)以 上 を参考 に して,契 約 目的不達成の評価根拠事実 ・評価障害事実

についてどのように考 えるべ きかを若干試みてみたい。

当該契約の本質的な債務 ではない債務の不履行による解除については,原

則 として,解 除を主張する方が,契 約 擦的不達成 を主張立証すべ きという考

え方については前述のとお りである。評価的要件は,要 件事実の内容が一義

的に確定 してお らず,あ る一定の方向に向かっての,常 に量的な ものである

という特殊性があるゆえに,ど ういう事案の場合には,ど の程度の量の事実

を評価根拠事実 ・評価障害事実 として主張立証 しなければならないのかが,

契約 目的不達成についての判断構造 を理解するポイン トとなろう。 どのよう

な義務違反が問題 となるかは,解 除 を主張する者が,当 該義務の発生および

義務違反を基礎づける具体的事実を主張立証 しなければならない。 これらの

事実 と契約 自的および 目的不達成を基礎づ ける具体的事実 との関係 を検討す

る。

契約の 目的物や 内容 自体から,契 約 憾的達成が明確である場合(農 地法5

条の知事の許可申請手続の協力義務)に は,当 該義務違反が認められればそれ以

上に契約 目的不達成を基礎づける事実 を主張立証することな く原則 として契

約の拘束力か ら離脱を認めるべ きである。それ以上の契約 目的不達成を基礎

づける様々なこと(例 えば売主が登記を移転できないため公租公課を払わなければな
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らないとか,工 作物の暇疵による責任を迫及されたといった事実など)を 要求する必

要 はないであろう。そして,契 約 目的 を達成できる特段の事情 綱 えば売主が

売買代金を受領していること)が あればこの限 りではないとして,解 除を認めて

も良い。 このように原則例外 を考えることがそのような契約類型であること

を考慮すれば,法 の趣旨に合致するであろう。

さらに立証の困難性 ということを考慮に入れても,通 常の場合は特に不都

合はな く,こ の原則 ・例外は維持 しうるであろう。要件事実 としては,そ の

契約の内容および義務違反を基礎づける具体的事実 という程度で量的には十

分である。すなわち契約 目的不達成の評価根拠事実 として 十分である。かえ

って,解 除を争 う買主のほうで,量 的には多い契約 藪的不達成の評価障害事

実を主張立証すべ きと考えるべ きである。

(b)他 方,単 に所有権 を移転する売買契約 とは異な り,サ ー ビスを伴 う

ものや 目的物が複数あるような複雑化 した契約においては,そ の契約の 罎的

物や内容 自体からは,当 事者が どういう目的で契約を締結したかが良 く分か

らない場合がある。ゴルフクラブ入会契約における附帯設備の完成義務 リ

ゾー トマンシurン購入とスポーツクラブ会翼権の事案が典型例である。こう

した場合には,直 ちに解除による契約の拘束力か らの離脱を認めないで,当

事者がどのような目的で契約を締結 したか慎重に判断した上で,そ うした目

的が達成できないような義務違反があるかどうか,す なわち解除の可否 を決

定 したほ うが良い。そう考 えることが,現 代的な複雑 な契約類型において

は,当 事者の合理的意思に合致す るように思われる。そ うした場合 には,契

約の 目的物や内容および義務違反のみだけでなく,契 約の際の種々の事情か

ら,当 事者の債務の内容や契約 目的を認定 して判断する必要がある。その上

で,特 段の事情 として,当 該当事者が特に当該義務の履行を契糸媚 的達成の

ために必要ではないと表明 していたような場合には,例 外 としてそのような

当事者に解除の効果 を認める必要性はないであろう。解除を認めるのが適切

かを慎重に判断す る結果,一 旦解除が妥当だ と判断される場合には特段の事

情はそれほど認め られない場合が多いかもしれない。
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(c)さ ちに,契 約の際の種々の事情の うち,ど のような事実 を考慮すべ き

かについて検討する。まずは,原 則 として,当 該契約に現れた当該当事者 を

とりまく客観的な事情で,そ うした事情があれば一般人が契約 当事者の立場

に立 った場合に契約 目的達成のために必要な義務 であると考えるべ き事情

は,解 除を主張す る場合に必要であると考 える。加 えて,当 該 当事者のいわ

ば内心の意思である主観的 目的まで必要であるか。例えば,ゴ ルフクラブ入

会のパンフレッ ト等には,リ ゾー トホテル建設のことは,ほ んの小さ く1行

書いてあっただけでゴルフ場側からも何 ら説明 もなかったが,入 会者の内心

ではホテルの利用を非常に楽 しみに していたような場合 を考えると,そ のよ

うな場合は,客 観的事情からは,リ ゾー トホテルの利用は契約 厨的達成のた

めに不可欠 とはいえないであろうし,解 除を認める必要 もないように考えら

れる。 したがって,当 該契約に現れた当該当事者をとりまく客観的な事情の

みを考慮すれば十分であろう34)。

例外 ・特段の事情 として,も ちろん客観的な事情を考慮することは可能で

あるように思われ る。当事者の主観的 園的については どうか。例 えば,X

が契約締結に先立ちYの 面前で,Xが パ ンフレッ トのホテル部分 を指 さし

ながら,「私 はゴルフだけできれば良いのです。ホテルなんか作 るか ら会員

権が高 くて困る。」 などと述べ たような場合 に,Xは 自らこのようなことを

述べておきながら,ホ テルの未建設を理由に解除を主張するというのは,禁

反雷の法理に抵触す る。Xに 解除という効果 を与える必要はないと考える。

それが実体法の趣 旨であろう。

さらに,立 証の困難性 ということを考慮に入れた場合になお,こ の原則 ・

例外を維持 しうるかが問題 となる。客観的事情については,契 約当時に当事

者をとりまいていた事情であるから,さ ほど立証は困難ではない。一方,相

手方の契約 闘的にとって不要であるというような主観的 目的を立証す るのは

一般的に多少困難であるといえよう。そして,原 則 として解除を認め るため

3墨)評 側 的要件の特色 として結 果的に過剃…主張 が許 され るということは ある。
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に必要な契約 園的 とその不達成の評価根拠事実については,客 観的事実から

契約 目的が何かを認定することができるのであるから,そ れ以上当事者の主

観を解除を主張す る者が立評 しなければならないとするのは,過 剰な負担を

強いることになり公平を失するように思われる。量的にある程度多 くの客観

的事情から解 除を認めるのが妥当と一応言える場合には,例 外 ・特段の事情

として相手方が契約 臼的が他にあることを表示 したか,あ るいはそうした内

心の 獄的を相手方が知 りうることが評価障害事実 と考えればよいであろう。

なお検討の余地は残るが,筆 者 としては,具 体的な契約内容,債 務の内容

や契約 目的の明確性 といった点に留意し,原 則 ・例外 という規範構造に則っ

て検討 した次第である。

以上


